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令和５年度 食育部会研究計画 

１ 研 究 主 題 

「生きる力」を育む食育の推進 

―学校・家庭・地域が連携し，実践力につながる食育を目指して― 

 

２ 研究主題設定の理由 

近年，食を取り巻く社会環境が大きく変化した中で，食に関する価値観やライフスタイル等の多様化が進ん

でいる。このような中，子供の食を取り巻く状況の変化に対応し，学習指導要領の改訂を踏まえた学校におけ

る食育の一層の推進を図るため，平成 31年３月に『食に関する指導の手引（第二次改訂版）』（以下「手引」と

記載）が作成された。この第１章第１節に示されている子供の食に関する課題は複雑多岐にわたっている。食

生活の乱れや健康に関しては「偏った栄養摂取や不規則な食事などの食生活の乱れ」「肥満や過度のやせ，アレ

ルギー疾患等の疾病への対応」「生活習慣病と食生活の関係」がある。また，文化的な視点からは「地域の伝統

的な食文化等，食文化に関する意識の希薄化」，さらに，情報が氾濫した中での「正しい情報を適切に選別し活

用することが困難な状況」，加えて「食品ロスをはじめとする食糧問題」等の課題が挙げられている。 

このような現代的諸課題に対応するため，第４次食育推進基本計画の中で，学校で取り組むべきこととして，

魅力ある食育推進活動を行い，子供の健全な食生活の実現と豊かな人間形成を図るため，(1)食に関する指導

の充実，(2)学校給食の充実，(3)食育を通じた健康状態の改善等の推進が掲げられている。食に関する指導の

充実については，学習指導要領の総則に，「体育科，家庭科及び特別活動の時間はもとより，各教科，道徳科，

外国語活動及び総合的な学習の時間などにおいてもそれぞれの特質に応じて適切に努めること。」とあるよう

に，学校教育活動全体を通じて主体的に行動できる子供を育成するための食育を組織的・計画的に推進するこ

とが示されている。 

  徳島県では，令和４年３月に改訂された『徳島県学校食育指導プランⅢ』に基づき，小学校・中学校・高等

学校・特別支援学校等それぞれの学校で，学校長のリーダーシップのもと，学校食育リーダーを中心に食育全

体計画に沿って，全教職員が連携・協働しながら，組織的な取組を進めている。また，徳島県学校食育推進パ

ワーアップ作戦は徳島県独自の取組であり，各市町村の課題に応じた内容で計画的，継続的な食に関する授業

が行われている。 

  本部会においては，栄養教諭等の食に関する専門性を十分に生かし，学校給食を生きた教材として活用する

ことはもとより，食育全体計画に基づいた取組や体験活動を通した食育の実践，ＩＣＴ活用等による効果的な

教材や指導法の在り方などを研究してきた。子供のためのよりよい食育を進めるためには，ＰＤＣＡサイクル

に基づいて行うことが求められているが，Ｃ（評価），Ａ（改善）については今後研究すべき課題の一つである。

さらに，今般の新型コロナウイルス感染拡大に伴い，給食の時間での指導や調理実習等，学校での体験を通し

た知識や技能の習得が困難となるなどの問題もある。このような現状から，学校における食育をより積極的に

推進するとともに，有事・平時に関係なく子供が必要な力を習得できるようにするための教材の開発や活用を

進め，食育は家庭が中心的な役割を担うものであるという原点に立ち返り，学校・家庭・地域が担うべき役割

について整理し，効果的で生活に生かせる取組となるよう見直すことも必要であると考える。 

  健康で健全な食生活に関する知識や技能を身に付け，正しい知識や情報に基づいて判断できる自己管理能力

や主体的に自他の健康な食生活を実現しようとする態度，食事を通した人間関係形成能力等を養うことにより，

子供が未来社会の中でたくましく生き抜く力を付けることができるようにしたい。さらに，学校・家庭・地域

がともに連携を深め，生涯にわたって健やかで豊かな生活を送ることができる子供の育成を目指し，本主題を

設定した。 
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３ 研究主題の考え方 

  これからの学校教育においての「生きる力」とは，変化の激しい社会の中でも，習得した知識や技能を活用

したり，多様な人々と協働したりして，試行錯誤しながら問題を解決していくことである。「生きる力」という

理念をより具体化し，教育課程を通じて確実に育むことが求められている。 

  食育基本法の前文において，食育は「生きる上での基本であって，知育，徳育及び体育の基礎となるべきも

のと位置付ける」とされている。このように，食は人間が生きていく上での基本的な営みの一つであり，健康

な生活を送るためには健全な食生活は欠かせない大切なものである。さらに，食という営みには，自己を確立

させ，他者との豊かな関わりをつくるという優れた機能があり，食育は健やかな体をつくるというだけでなく

豊かな心を育み，確かな学力定着の基盤ともなり，社会的自立を促すものである。 

  学校における食育の推進においては，生涯にわたって健やかな心身と豊かな人間性を育んでいくための基礎

が培われるよう，栄養のバランスや規則正しい食生活，食品の正しい選択等についての指導が重要である。そ

こで，偏った栄養摂取等による肥満傾向児の増加をはじめ，食に起因する健康課題に適切に対応するため，子

供が食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるようにしたい。加えて，栽培活動や郷

土料理・行事食の調理実習等の体験を通して自然の恩恵・勤労等への感謝と郷土愛，食文化への理解を深める

ことができるようにしたい。そして，習得した知識・技能を活用しながら，自ら食に関する課題を発見し，主

体的・対話的で深い学びを通して，一人一人が学びを創りだしていく力を育んでいく。このように，食育は，

食育の視点を総合的に関連付け，各教科等の指導内容・方法を生かしつつ，学校教育活動全体での体系的な指

導をすることが重要であり，発達段階に応じた様々な経験を通して習慣化を促すために，計画的かつ継続的に

進めることが求められる。また，栄養教諭等の専門性を生かすなど教職員間の連携に努め，日々の給食指導を

食に関する指導の土台とし，学校給食の教育的効果を引き出すように取り組まなければならない。 

子供の食については，その大部分を家庭が担っているという実態を踏まえると，食に関する指導の効果を上

げるためには，学校での指導と併せて，各家庭や地域においても積極的な取組を進めるようにすることが重要

である。「地域と共にある学校」，「社会に開かれた教育課程」の実現に向け，学校での食に関する指導の取組状

況等を積極的に家庭・地域へ情報発信するなどして，連携・協働体制を確立し，食育を充実させることにより，

生涯にわたり，楽しく明るい生活を営むための基礎づくりを目指していきたいと考える。 

 

４ 研究の内容と方法 

(1) 学校・家庭・地域が連携した食育の推進 

食に関する指導を効果的に進め，日常生活での実践力をつけるため，手引の第２章を参考に学校・家庭・地

域が連携した食育を推進する。進め方や具体例について次に示す。 

① 児童及び家庭の実態把握，課題や目標の共通理解…調査の実施，学校評価の観点 

② 学校の指導内容や指導方法，役割等についての共通理解 

…各種たより，ホームページ等の活用，市町村学校食育推進委員会との連携 

③ 成果・取組後の課題の共有…公開授業，学習発表会，学校評価 

④ 家庭との連携の進め方 

ア 働きかけ…学習ノートやワークシートを活用した，学習内容定着にむけた情報の共有や実践 

イ 啓発活動…参観日等の活用，親子で取り組める研修会や講習会等の企画，学校給食試食会の開催 

⑤ 地域との連携の進め方 

  ア 地域で行われる食育の取組との連携…関係機関や団体等が主催する各種教室や体験活動への参加 

  イ 医療関係者等の専門家との連携…学校医，地域の保健機関等の専門家との連携・協力体制の整備 

  ウ 生産者や関係機関との連携…人材の協力，生産等の場の活用，食のネットワーク体制の整備 

                 学校給食における地場産物活用のための推進体制の整備  
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エ 地域の関係機関等との連携…市町村における健康関係部署，生涯学習関係部署，保健所，健康・保健

センターなどと連携 

⑥ 学校間の連携…地域にある幼稚園，保育所及び幼保連携型認定こども園，特別支援学校や小・中学校の 

間での連携 

(2) 食に関する指導に係る全体計画の作成 

  学校全体で食育を組織的，計画的に推進するため，手引の第３章を参考に食に関する指導に係る全体計画を

作成する。学校教育目標の実現に向け，各学校の課題を解決するために「徳島県学校食育推進パワーアップ作

戦」等を活用するなど，指導内容について検討する。そして，各学年の発達段階に応じた食に関する指導の目

標や評価指標をもとに，食に関する指導に係る全体計画を見直し改善することで学びの質の向上を図る。その

際，学校給食が生きた教材となるように位置付ける。 

なお，栄養教諭等は，生産者との相互理解を深め，地場産物を活用した料理の考案や献立の工夫について郡

市単位での研究を進めて学校給食献立年間計画を作成し，食に関する指導に係る全体計画に生かす。 

(3) 各教科等における食に関する指導の展開 

教職員の共通理解を図り，学校給食を生きた教材として活用しつつ，手引の第４章を参考に次の項目につい

て留意し教科等における食に関する指導を行う。 

① 食に関する授業研究会を，各郡市及び各学校で積極的に実施する。 

② 各教科等の特質に応じて適切に行う。 

③ 食育の視点を位置づけ，意図的に指導する。 

④ これまでの教育実践とＩＣＴを組み合わせることにより「主体的・対話的で深い学び」の視点からの授

業改善を進める。 

⑤ 食に関わる育成したい資質・能力を踏まえ，「何ができるようになるか」を意識した指導を行う。 

⑥ 栄養教諭等が積極的に指導に関わり，その専門性を生かす。 

⑦ 授業内容を家庭へ情報発信し，食育の重要性について啓発を図る。 

(4) 給食の時間における食に関する指導 

  給食の時間に行われる指導は「給食指導」と「食に関する指導」に分けることができる。手引の第５章を参

考に，次のことに留意して指導を行う。また，給食を食べる際に想定されるリスク要因として，食中毒，異物

混入，食物アレルギー，窒息等が考えられる。衛生的な環境のもと，児童が楽しく安全に食事ができるよう，

学級担任等は事故防止に十分配慮する。加えて，食事中の対面での指導が困難な場合でも使用できるデジタル

教材等の開発や活用について積極的に進める。 

① 給食指導 

ア 児童の活動や指導方法について，市町村や学校でマニュアルを作成し，系統立てた指導を行う。 

   イ 献立を作成する栄養教諭等と適切に連携をとって効果的に指導する。 

   ウ 個別に指導する必要がある児童に対し，学級担任，栄養教諭，養護教諭等が協力して指導に当たる。 

  ② 食に関する指導 

   ア 献立を通して食品の産地や栄養的な特徴，郷土食や行事食等について学習する。 

   イ 給食を授業の導入場面としたり，給食の時間に献立を教材として振り返ったりする。 

(5) 個別的な相談指導の進め方 

学級全体の指導では解決できない健康に関係した個別性の高い課題について改善を促すために実施する。手

引の第６章を参考に，次の項目について留意し取り組む。 

① 強い偏食のある児童，肥満・やせ傾向にある児童，食物アレルギーを有する児童，食行動に問題のある 

児童等の実態把握に努め，手引の第６章第 1節の「３ 指導上の留意点」にあげられた事項に注意して 

行う。 
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② 校内において指導・対応体制を整備し，全教職員が共通理解のもと，保護者や医療機関と連携して，個

別の事情に応じた対応や相談指導を行う。特に，食物アレルギーについては，緊急の事態に備えて『学校

給食における食物アレルギー対応指針』に基づいた対応マニュアルを作成する。 

③ 学年間のみならず，就学前の状況について情報を得るとともに，小学校の指導の状況について，中学校 

へ情報を引き継げるよう，つながりのある食育を推進する。 

(6) 学校における食育の推進の評価 

  食育の成果と課題の把握のため，手引の第７章を参考に次のことに留意し，食育の推進の評価を行う。 

① 成果指標（アウトカム），活動指標（アウトプット）の両方を設定し，総合的な評価につなげる。 

② 学校評価の基礎資料として活用する。 

③ 評価結果を踏まえて，次年度に向けた改善点を検討する。 

 

５ 研究の進め方 

(1) 研究成果のまとめ 

① 研究集録「青竹第 22集」を刊行する。 

② 食育の指導案をホームページに掲載する。 

（令和５年度）各郡市の研修会やその他研修会等で作成した指導案 

（令和６年度）食育研究大会の分科会発表の学校が作成した指導案 

(2) 研修会の実施 

次の研修会で研究を深め，研究主題の解明を図る。 

食育部会夏季研修会 令和５年８月８日 

 

引用・参考文献   ①文部科学省「小学校学習指導要領」平成 29年３月 

②文部科学省「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」平成 31年３月 

③文部科学省「学校給食における食物アレルギー対応指針」平成 27年３月 

④「第４次食育推進基本計画」令和３年３月 

⑤徳島県教育委員会「徳島県学校食育指導プランⅢ～すだち～」令和４年３月 

⑥徳島県「徳島教育大綱」令和元年８月 


